
この助成金の受給にあたつては、喫煙専用茎の設置などの事業計画の内容が技術的
および経済的な観点から妥当であることが必要です。そのため、特に経済的な観点の

目安として、単位面積当たりの助成対象経費の上限額を下表のように定めています。

単位面積当たりの酌成対象経資が下豪に掲げる上限を超える場合、合理的な理由が
あると都道府県労働局長が認める場合を除き、単位面積当たりの助成対象経営上『風額
までで助成金の交付決定を行いますのでご注意ください。

交付対象
設置を行おうとする喫煙室等の

単位面積当たりの助成対象経費上限額

①喫煙専用室の設置・改修

60万円/話②加熱式たばこ専用喫煙室などの設置・改修

③屋外喫煙所の設置・改修

③換気装置の設置など 40万円/請

例)飲食店以外の事業場で3市の喫煙専用室の設置・改修を行う計画の場合、合理的な理由があると認め
られない限り、助成対象経費として 3雨 ×60万円/話 =180万 円まで (助成額にして90万円まで)しか
認められません。

留意

事項

´
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交付申謂に必要な書類 *E「の書類には所定の様式があります。

事業実績報告に必要な書類 *E口の書類には所定の様式があります。

支付申爾

交付決定通知書受領

工事の発注・施エ

事韓輿l隠告

請求■の提出

消H税仕入搬除務顧01
磁定に伴う動戯金の返還

助成金の受領 請求書の提出時に指定した回座に、助成金を振り込みます。

申請手続の流れ

交付要綱などを読み、この助成金の制度を把握し、申請書の作成、関

係資料を準備しましょう。不明な点があれば、所轄の都道府県労働局

(労働基準部健康課または健康安全課)や相談支援業務の相談ダイヤ

)レ (最終ページ参照)にお気軽にご相談ください。

申請書類を 2部ずつ、所轄の労働局 (雇用環境・均等部企画課また

は雇用環境・均等室)に提出してください。労働局での審査期間は

原 則 1か月 以 内 で す 。 ※書類の形式的審査を雇用環境・均等部企画課また(よ雇用環

境・均等室で、詳しい技術的審査を労働基準部健康課または健康安全課で行います。

助成金の交付が適当と認められると、労働局で「受動喫煙防止対

策助成金交付決定通知書」を発行 します。

この交付決定通知書を受領してから、工事に着手してください。

交付決定の内容に従つて工事を実施してください。

事業内容に変更がある場合は、「交付決定内容変更承認申請薔」を

所轄の労働局に提出し、承認を受ける必要があります。

工事が完了したら費用を支払い、領収書と明細を受領してください。

分罰払いや親会社の支払い、リース契約による支払いの場合には、

助成金は交付できませんので、ご注意ください。

報告書類を 2部ずつ、所轄の労働局 (労働基準部健康課または健康

安全課)に提出して、実績報告をしてください。

報告は、交付決定の際に指定された期日までに行つてください。

最終的に助成金の交付が適当と認められると、労働局で「受動喫煙

防止対策助成金交付額確定通知書」を発行します。

所定の様式の請求書に、助成金の振込先として指定する国座等の情

報について記載し、所轄の労働局 (労働基準部健康課または健康安

全課)に提出してください。

このロカ成金に係る仕入控除税額が確定したら(遅くとも助成事業

'完
了日の属する年度の翌々年度 6月30日までに所定の様式に従つ

|て、所轄の労働局 (労働基準部健康課または健康安全課)に提出
・ してください (仕入控除税額がゼロ円の場合を含む)※ 4。

1  奥施状況報告
設置した設備の運用状況や帳簿・書類の保存状況について、交付額

1確定の際に指示されたとおり、所轄の労働局 (労働基準部健康課ま
たは健康安全課)に報告してください。毎年の報告が必要です。

※4仕入控除税額があることが確定した場合の返納方法については、都道府県労働局に確認してください。

申語に当たつての注意点

>この助成金は「補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律」の対象のため、厳格な運用が求

められる制度です。助成金の交付要綱、交付要領、その他の規定類をよく読み、制度の内容を理解

してから申請してください。                               、

>偽りやその他の不正行為により助成金の交付を受けた場合、交付決定の内容や付された条件に違反

した場合は、助成金の返還を求めることがあります。また、 5年以下の懲役または100万円以下の

罰金に処せられることがあります。

>受付は原則申請‖贋とし

お申し込みください。
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申請内容の検討

工事費用の支払い

1 受動喫煙防止対策助成金交付申請書 *

2 受動喫煙の防止に係る事業計画 *

3 交付要件に該当する旨及び不交付要件には該当しない旨の申立を行う書類 *

4 措置を講じる場所の工事前の写真 (申請日から3か月以内に撮影したもの)

5 設置を予定している喫煙室や換気装置の場所など助成事業の詳細を確認できる資料

6 講じる措置が要件を満たして設計されていることが確認できる資料

フ
事業場の室内とそれに準ずる環境で、措置を講じる区域以外での喫煙を禁止する旨を

説明する書類

8 請じる措置に関する施工業者からの見積書の写し (2業者以上必要)

9 事業開始の特例に係る申請書 (交付決定前に契約、支払などを行う場合のみ)

10 その他都道府県労働局長が必要と認める書類

交付額確定通知書受領

1 受動喫煙防止対策助成金事業実績報告書 *

2 受動喫煙の防止に係る事業結果概要報告書 *

3 受動喫煙防止対策助成金交付決定通知書の写し

4
交付決定内容を変更した場合、受動喫煙防止対策助成金交付決定内容変更承認通知書
の写し (複数回変更している場合は、すべての写し)

5
工事に関しての領H又書、経費についての内訳の写し、領収書の金額が正しいことを証

する書面 (振込明細書など)

6
措置を請した場所や受動喫煙を防止するための設備・備品の詳細を確認できる写真

(工事終了後速やかに撮討したもの)

7 交付決定を受けた内容と実際に実施した事業が相違ないことを説明する書類

8 講した措置が要件を満たしていることが確認できる資料

9 その他都道府県労働局長が必要と認める書類
、申請額が予常額に到達した場合、申話受付を締め切る予定です。お早めに|


